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低速・小型の自動配送ロボットの制度整備の進捗

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

国内の実装に向けた
検討開始

官民協議会
を立ち上げ
（経産省）

公道実証実験
の制度整備

（警察庁・国交省）

低速・小型の自動配送
ロボットの実用化に向け
た制度化を含む道路交
通法の改正法案可決
(2022.4.19)

国内での
公道実証実験開始

【出典】 LOGI-BIZ online(2019.6.24)

改正道路交通法の施行
(2023.4までに)

国内での実用化が
制度上可能に

企業のビジネスモデル等
の取り纏め→規制官庁
の制度検討の加速化

（経産省）

低速・小型の自動配送
ロボットの実用化に向けた
制度化を含む道路交通の
改正法案 国会提出
(2022.３.４)

産業界の自主基準の検
討を促進（経産省等）

一般社団法人ロボット
デリバリー協会設立
（2022.2.18)

道路交通法で新たに
「遠隔操作型小型車」

として類型化

業界基準策定等を
目的とした日本初の
業界団体設立
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道路交通法の一部を改正する法律

⚫ 道路交通法の一部を改正する法律が2022年4月に成立。2023年4月までに施行
予定。一定の大きさや構造の要件を満たすロボットは、届出制のもと、人による遠隔操
作によって、歩行者と同じ歩道等を、最高速度6km/hで通行できるようになる。

【警察庁発表資料】
第5回官民協議会

（令和4年2月28日）
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自治体からの声（令和３年度：自治体の自動配送ロボットの利活用促進に向けた調査）

⚫ 制度整備の認知度は約2割に留まり、自動配送ロボットの認知度向上が必要。

⚫ 買い物弱者対策に関する意見が多く、小売店舗からの日用品配送の活用アイデアが
多かった。また、「事例の横展開」や「情報の見える化」を期待する意見が多かった。

企業へ期待すること

⚫ 事例の横展開
⚫ 情報の見える化（安全性・有効性や費用等）
⚫ 住民理解の機会創出
⚫ 技術のさらなる向上

付加されたら望ましい機能のアイデア

⚫ 見守り・警備
⚫ 広告
⚫ 道案内・会話
⚫ 道路や空き家などに関する情報収集
⚫ 清掃

活用方法のアイデア

⚫ 小売店舗（スーパー・コンビニ・ドラッグストア等）からの日用品の配送

⚫ 自宅からの荷物や手紙の配送

⚫ 定期物（新聞等）の配送

⚫ 調剤薬局からの医薬品配送

⚫ クリーニングなどの受け渡し

⚫ 災害時の物資等の配送

19.5%

80.5%

【制度整備の認知度】

官民協議会が立ち上がるなど、公道を走行する自動配送ロボットの

サービス実現に向けた制度整備が進んでいることを知っていますか？

知っている

知らない

（出展）令和３年産業経済研究委託事業「自治体のドローン・自動配送ロボット等の利活用に向けた調査」アンケート
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茨城県筑西市
＜三菱商事㈱ほか＞

岡山県玉野市
＜三菱商事㈱ほか＞

広島県北広島町
＜Yper㈱ほか＞

神奈川県横須賀市
＜楽天グループ㈱ほか＞

福島県会津若松市
＜TIS㈱ほか＞

① 実証概要（内容・経緯・成功要因・地域の反応等）

② 連携企業や自治体のそれぞれの主な役割

③ 時系列に沿った具体的実証フロー

④ 他自治体へのメッセージ

取り纏めイメージ

実証実験事例の見える化（モデル自治体事例集）

⚫ 実証実験の事例を経済産業省ウェブサイトにて公開中。⚫ 実証実験の事例を自治体目線で取りまとめ、経済産業省ウェブサイトにて公開中。

⚫ 今後は、企業だけでなく自治体が主導して、実証・運用を行う事例の増加を目指す。

https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/deliveryrobot/case.html

＜経済産業省HP＞





（参考）中速・中型の機体の実証実験

⚫ より大きなサイズ・速度で走行する、いわゆる中速・中型のロボットについても、国内にお
ける実証実験が開始されている。中国において、配送実績が1,000万件を超える機体
も存在している。
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国内

千葉県千葉市
幕張新都心地区

京セラコミュニケーションシステム等

✓ 2022年7~8月、幕張新都心地区の一部エリアにて、
中速・中型の自動走行ロボットを活用した移動販売
型実証が実施された。

✓ 近隣スーパーの包装食品（常温で長期保存可能）
を保冷して販売。機体上部に設置されているタッチパ
ネルで商品を選択し、キャッシュレス決済を行うと扉が
開錠し、購入した商品を取り出せる。

✓ ミニカーに準じた大きさで、最高速度は15km/h。
自律走行機能を備えており、自動回避が困難な状
況では遠隔操作に切り替えて走行。

※ 23年4月までに施行される改正道路交通法は、低速・小型の自動配送ロボット（遠隔操
作型小型車）の走行ルールを定めたものであり、いわゆる中速・中型は対象外。

※ 本実証実験は、関東運輸局からの保安基準緩和認定および千葉県警から道路使用許可
を得て実施。

中速・中型の自動走行ロボット

【画像提供】 京セラコミュニケーションシステム株式会社

海外

✓ サービスのローンチからわずか約１年半で、配送実績
は累計1,000万件に到達。（2022年3月31日時点）

✓ 1回の充電で最大約100km走行、1度に約50個、
1日最大500個を配達することが可能。

中国
アリババグループ

小蛮驢（シャオマンリュ）

【画像】アリババグループ 【出典】 アリババニュース・日経クロストレンド
https://jp.alibabanews.com/xiaomanlv_robot_lastonemile/
https://xtrend.nikkei.com/atcl/contents/18/00327/00110/
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自動配送ロボットの情報発信
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周知・普及に係る取組

⚫ 令和５年４月までの法施行を控える中、実用化を見据えた取り組みが促進されるよう、
必要な情報を見える化・発信することが重要。

１

実用化に向けた実証実験
事例の見える化

2

関連情報の集約
3

✓ シンポジウムや特別講座の開催

✓ 企業と自治体が担った役割等を
時系列に整理

✓ 官民協議会
✓ 公道実証実験の制度
✓ 令和4年度関連予算

課題

実用化に向けた公道実証実
験の具体の事例は？

制度整備の状況は？

地域の反応は？

企業と自治体の役割は？
活用できる
予算は？

自動配送ロボットに期待
できる役割は？

公道実証実験事例
は企業ごとで公表

実証実験のプロセスな
どの詳細が分かりにくい

新たな市場参入者が生まれにくい

✓ 実証の目的や地域の反応等

課題に対応する取組
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経済産業省ウェブサイト

⚫ 予算情報や事例紹介など、関連する情報を特設ページにて集約。
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令和５年度概算要求
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（参考）活用可能な予算全体像（令和4年度の例）

⚫ 公道における自動配送ロボットの早期社会実装に向けて、様々な令和4年度予算事業
が活用可能。令和５年度予算についても取りまとめ予定。

主に開発等関連予算案 主に導入・実証等関連予算案

①デジタル田園都市国家構想推進交付金
【対象】地方公共団体

②ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業
【対象】中小企業等

③成長型中小企業等研究開発支援事業
【対象】中小企業等

①革新的ロボット研究開発等基盤構築事業（（１）②屋外環境の整備）
【対象】大企業、中小企業等

②地域未来DX投資促進事業
（２）地域デジタルイノベーション促進事業

【対象】非中小企業・中小企業等

③地域・企業共生型ビジネス導入・創業促進事業
（1）広域的課題解決

【対象】中小企業等

自治体向け

企業向け

企業向け

詳細は経産省HPに公表
自動配送ロボットに活用可能な

R4関連予算案について(令和4年1月19日時点）
https://www.meti.go.jp/policy/economy/
distribution/220119delivery_robot1.pdf

※今年度は既に募集が終了した事業も含みます
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ご清聴ありがとうございました

経済産業省ウェブサイト、是非一度ご覧ください！

●自動配送ロボット特設ページ

施策の最新情報や事例紹介など、関連情報を集約してご紹介しています。
https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/deliveryrobot/index.html

●METI Journal ONLINE（60秒早わかり解説）

自動配送ロボットに関する情報を、コンパクトにまとめてご紹介しています。
https://journal.meti.go.jp/p/22100/


